
改 正 案 現 行

第五号の二様式 第五号の二様式

有 価 証 券 届 出 書 有 価 証 券 届 出 書

関東財務局長 殿 関東財務局長 殿

平成 年 月 日提出 平成 年 月 日提出

発 行 者 印 発 行 者 印

代 表 者 の 役 職 氏 名 印 代 表 者 の 役 職 氏 名 印

本 店 の 所 在 の 場 所 本 店 の 所 在 の 場 所

連 絡 者 届出の対象とした募集又は売出し

電 話 番 号 （新設）

届出の対象とした募集又は売出し （新設）

募集（売出）内国資産流動化証券の名称 募集（売出）資産流動化証券の名称

募集（売出）内国資産流動化証券の金額 募集（売出）資産流動化証券の金額

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

（本書面の枚数 表紙共 枚） （本書面の枚数 表紙共 枚）

（日本工業規格 Ａ４ 210×297ミリメートル） （日本工業規格 Ａ４ 210×297ミリメートル）

第一部 証券情報 第一部 証券情報

１ 社債 １ 社債

(ｲ) 銘柄 (ｲ) 銘柄

(ﾛ) 内国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ﾛ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾊ)～(ﾚ) （略） (ﾊ)～(ﾚ) （略）

（転換特定社債に関する事項） （新設）

(ｿ) 転換の条件

(ﾂ) 転換により発行する優先出資の内容

(ﾈ) 転換請求期間

(ﾅ) 転換請求の受付場所及び取次場所

(ﾗ) その他

（新優先出資引受権付特定社債に関する事項） （新設）

(ﾑ) 新優先出資引受権の内容

(ｳ) 新優先出資引受権の行使請求期間

(ヰ) 新優先出資引受権の受付場所、取次場所及び払込取次場所

(ﾉ) 新優先出資引受権の譲渡に関する事項

(ｵ) 代用払込みに関する事項

(ｸ) その他
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２ 特定優先出資証券 ２ 特定優先出資証券

(ｲ) 銘柄 (ｲ) 銘柄

(ﾛ) 内国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ﾛ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾊ)～ （略） (ﾊ)～ （略）

(ﾁ) 消却・併合に関する事項 (ﾁ) 消却に関する事項

(ﾘ) 単位未満優先出資に関する事項 （新設）

(ﾇ) 発行の条件に関する事項 （新設）

(ﾙ) 募集の方法 (ﾘ) 募集の方法

(ｦ) 申込証拠金 (ﾇ) 申込証拠金

(ﾜ) 申込期間及び申込取扱場所 (ﾙ) 申込期間及び申込取扱場所

(ｶ) 払込期日及び払込取扱場所 (ｦ) 払込期日及び払込取扱場所

(ﾖ) 引受け等の概要 (ﾜ) 引受け等の概要

(ﾀ) その他 (ｶ) その他

３ コマーシャル・ペーパー ３ コマーシャル・ペーパー

(ｲ) 内国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ｲ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾛ)～(ﾘ) （略） (ﾛ)～(ﾘ) （略）

４ （略） ４ （略）

５ （略） ５ （略）

第二部 （略） 第二部 （略）

第三部 （略） 第三部 （略）

（記載上の注意） （記載上の注意）

～ （略） ～ （略）

内国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略）

ｅ 当該届出に係る資産流動化証券を発行する法人が、資産流動化法第２条第１１項に規定 （新設）

する特定目的借入れを行っている場合には、借入金額、借入先、借入条件（利率及びその

積算根拠を含む。）等当該特定目的借入れの内容を記載すること。

ｆ 契約等において、当該届出に係る資産流動化証券について債権者保護のために一定の事 ｅ 契約等において、当該届出に係る資産流動化証券について債権者保護のために一定の事

由の下に期限の利益を喪失させる効果を有する特約又はその効果に変更を与える特約が設 由の下に期限の利益を喪失させる効果を有する特約又はその効果に変更を与える特約が設

定されている場合には、その内容を記載すること。 定されている場合には、その内容を記載すること。

ｇ 当該届出に係る資産流動化証券について、発行者が申込みにより格付（指定格付機関か ｆ 当該届出に係る資産流動化証券について、発行者が申込みにより格付（指定格付機関か

ら取得するものに限る。）を取得する場合には、当該格付、当該格付を付与した指定格付 ら取得するものに限る。）を取得する場合には、当該格付、当該格付を付与した指定格付

機関の名称、当該格付の取得日及び当該格付の取得に際し条件等が付されている場合にお 機関の名称、当該格付の取得日及び当該格付の取得に際し条件等が付されている場合にお

いてはその内容を記載すること。なお、当該格付が複数存在する場合には、これらすべて いてはその内容を記載すること。なお、当該格付が複数存在する場合には、これらすべて

について記載し、当該格付が存在しない場合には「格付は取得していない」旨記載するこ について記載し、当該格付が存在しない場合には「格付は取得していない」旨記載するこ

と。 と。

ｈ 資産流動化法第２条第４項に規定する資産流動化計画（特定目的会社による特定資産の ｇ 資産流動化法第４条第１項第４号に規定する資産流動化計画及び同条第２項第２号に規

流動化に関する法律等の一部を改正する法律（平成１２年法律第９７号）の施行日前に成 定する資産流動化実施計画に記載されている事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

立した同法第１条の規定による改正前の特定目的会社による特定資産の流動化に関する法 ぼす可能性のあるもの（当該届出書の他の箇所に記載したものを除く。）についてその概

律（以下「旧資産流動化法」という。）第２条第２項に規定する特定目的会社にあっては 要を記載すること。

、旧資産流動化法第４条第１項第４号に規定する資産流動化計画及び同条第２項第２号に

規定する資産流動化実施計画）に記載されている事項のうち、投資者の判断に重要な影響

－２－



を及ぼす可能性のあるもの（当該届出書の他の箇所に記載したものを除く。）についてそ

の概要を記載すること。

～ （略） ～ （略）

管理資産を構成する資産に係る法制度の概要 管理資産を構成する資産に係る法制度の概要

ａ 管理資産を構成する資産に適用される法律のうち、当該資産が債権の場合には債権の発 ａ 管理資産を構成する資産に適用される法律のうち、当該資産が債権の場合には債権の発

生、破産・強制執行等を規定した法律及び債務者の保護に関する法律等の名称並びに主な 生、破産・強制執行等を規定した法律及び債務者の保護に関する法律等の名称並びに主な

内容を記載し、当該資産が債権及び有価証券以外の資産である場合には当該資産の利用を 内容を記載し、当該資産が不動産の場合には当該不動産の利用を制限する法律等の名称及

制限する法律等の名称並びに主な内容を記載すること。 び主な内容を記載すること。

ｂ 保有する資産を証書等に化体させること等により、実質的に当該保有資産を発行者に譲 ｂ 保有する資産を証書等に化体させること等により、実質的に当該保有資産を発行者に譲

渡した者がいる場合には、当該保有資産についても管理資産を構成する資産と同様の記載 渡した者がいる場合には、当該保有資産についても管理資産を構成する資産と同様の記載

を行うこと。以下、管理資産を構成する資産に係る記載について同じ。 を行うこと。以下、管理資産を構成する資産に係る記載について同じ。

（略） （略）

管理資産を構成する資産の内容 管理資産を構成する資産の内容

ａ （略） ａ （略）

ｂ 管理資産を構成する資産が不動産である場合には、当該不動産の所在地、用途地域、建 ｂ 管理資産を構成する資産が不動産である場合には、当該不動産の所在地、用途地域、建

物用途、面積、価格（鑑定評価額、公示価格、路線価、販売公表価格その他これらに準じ 物用途、面積、価格、担保の内容等当該不動産の内容について記載すること。また、当該

て公正と認められる価格（併せて評価方法等について記載すること。））、担保の内容等 不動産に関して賃貸契約を締結した相手方（以下「テナント」という。）がある場合には

当該不動産の内容について記載すること。また、当該不動産に関して賃貸契約を締結した 、テナントの総数、全賃料収入、全賃貸面積、全賃貸可能面積及び最近５年の稼働率（

相手方（以下「テナント」という。）がある場合には、テナントの総数、全賃料収入、全 各年同一日における稼働率。以下同じ。）の推移並びに主要な不動産の物件（一の土地に

賃貸面積、全賃貸可能面積及び最近５年の稼働率（各年同一日における稼働率。以下同じ 係る建物・施設であり、その総賃料収入が全賃料収入の１０％以上を占める物件。以下同

。）の推移並びに主要な不動産の物件（一の土地に係る建物・施設であり、その総賃料収 じ。）ごとのテナントの総数、総賃料収入、総賃貸面積、総賃貸可能面積及び最近５年の

入が全賃料収入の１０％以上を占める物件。以下同じ。）ごとのテナントの総数、総賃料 稼働率の推移並びに主要なテナント（当該テナントへの賃貸面積が全賃貸面積の１０％以

収入、総賃貸面積、総賃貸可能面積及び最近５年の稼働率の推移並びに主要なテナント（ 上を占めるもの）の概要（テナントの名称・業種、年間賃料、賃貸面積、契約満了日、契

当該テナントへの賃貸面積が全賃貸面積の１０％以上を占めるもの）の概要（テナントの 約更改の方法、敷金・保証金等賃貸契約に関して特記すべき事項等）について記載するこ

名称・業種、年間賃料、賃貸面積、契約満了日、契約更改の方法、敷金・保証金等賃貸契 と。なお、年間賃料等につき、やむを得ない事情により開示できない場合には、その旨を

約に関して特記すべき事項等）について記載すること。なお、年間賃料等につき、やむを 記載すること。

得ない事情により開示できない場合には、その旨を記載すること。

ｃ 管理資産を構成する資産がａ又はｂに掲げる資産に係る権利（ｈの信託受益権を除く。 ｃ 管理資産を構成する資産が債権又は不動産に係る権利（信託受益権を含む。）である場

）である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）及び当該権利の目的物の内容（ 合には、当該権利につき、ａ又はｂに準じて記載し、管理資産を構成する資産が債権、不

ａ又はｂに掲げる事項）を記載すること。 動産又はこれらに係る権利以外の資産である場合には、当該資産の管理、運用及び処分の

内容等について具体的に記載すること。

ｄ 管理資産を構成する資産が有価証券（ｈの有価証券を除く。）である場合には、有価証 （新設）

券の種類、銘柄、元本の償還期限、元本の返済方法及び利子の支払方法等その集団的な基

本的性格について概略的に記載すること。また、当該有価証券に担保が付されている場合

には、その内容を記載すること。

ｅ 管理資産を構成する資産が動産（有価証券を除く。）である場合には、当該動産の種類 （新設）

、名称、価格、形式、製造番号、当該動産が所在する場所等当該動産の内容について記載

すること。また、当該動産に関してリース契約等を締結している場合には、当該契約の内

容（リース期間、受取リース料等）について具体的に記載すること。

ｆ 管理資産を構成する資産が無体財産権である場合には、当該無体財産権の種類、内容、 （新設）

登録の番号及び年月日、存続期間等当該無体財産権の内容について具体的に記載すること

。また、当該無体財産権に係る実施権を設定している場合には、実施権者の氏名又は名称

、実施権の範囲、対価の額等当該実施権の内容に関する事項を記載すること。

－３－



ｇ 管理資産を構成する資産がａからｆまでに掲げる資産以外の資産（ｈに掲げるものは除 （新設）

く。）である場合には、当該資産の種類及び内容に応じａからｆまでに準じて記載するこ

と。

ｈ 管理資産を構成する資産が信託受益権又はこれを表示する有価証券である場合には、当 （新設）

該信託に係る受託者、委託者及び信託管理人（特定目的信託の受益権にあっては、代表権

利者又は特定信託管理者）の氏名又は名称及び住所、当該信託の目的、当該信託に係る財

産の内容（当該財産がａからｇまでに掲げる資産である場合には、当該財産の内容に応じ

ａからｇまでに掲げる事項）等当該信託の内容について記載すること。

ｉ 管理資産を構成する資産に係る価格等の調査が行われている場合には、当該調査を行つ ｄ 管理資産を構成する資産に係る価格等の調査が行われている場合には、当該調査を行つ

た者の氏名又は名称、当該調査の結果及び方法の概要等について記載すること た者の氏名又は名称、当該調査の結果及び方法の概要等について記載すること。

～ （略） ～ （略）

管理報酬等 管理報酬等

ａ 管理資産から支払われる報酬及び手数料の総額を記載し、かつ、これらのうち主要なも ａ 管理資産から支払われる報酬及び手数料のうち主要なものについて、支払先ごとに、そ

のについて、支払先ごとに、その算出方法及び支払時期を記載すること。 の算出方法及び支払時期を記載すること。

ｂ （略） ｂ （略）

～(22)（略） ～(22)（略）

(23) 証券所有者の権利 (23) 証券所有者の権利

ａ 証券所有者に対する利息金額又は配当金額又は消却金額の計算方法（その積算根拠を含 ａ 証券所有者に対する利息金額又は配当金額又は消却金額の計算方法等について記載する

む。）等について記載すること。 こと。

ｂ （略） ｂ （略）

(24)管理資産を構成する資産の管理の概況 (24)管理資産を構成する資産の管理の概況

ａ （略） ａ （略）

ｂ （略） ｂ （略）

ｃ 当該資産流動化証券の管理資産を構成する資産がその他の財産権である場合には、上記

ａ及びｂに準じて、その管理の概況が把握できる内容を具体的に記載すること。

(25)～(39) （略） (25)～(39) （略）
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改 正 案 現 行

第五号の三様式 第五号の三様式

有 価 証 券 届 出 書 有 価 証 券 届 出 書

関東財務局長 殿 関東財務局長 殿

平成 年 月 日提出 平成 年 月 日提出

発 行 者 名 発 行 者 名

代 表 者 の 役 職 氏 名 代 表 者 の 役 職 氏 名

本 店 の 所 在 の 場 所 本 店 の 所 在 の 場 所

代理人の氏名又は名称 印 代理人の氏名又は名称 印

署 名 署 名

代理人の住所又は所在地 代理人の住所又は所在地

事 務 連 絡 者 氏 名 事 務 連 絡 者 氏 名

連 絡 場 所 連 絡 場 所

電 話 番 号 電 話 番 号

届出の対象とした募集又は売出し 届出の対象とした募集又は売出し

募集（売出）外国資産流動化証券の名称 募集（売出）資産流動化証券の名称

募集（売出）外国資産流動化証券の金額 募集（売出）資産流動化証券の金額

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

(本書面の枚数 表紙共 枚） (本書面の枚数 表紙共 枚）

（日本工業規格 Ａ４ 210×297ミリメートル） （日本工業規格 Ａ４ 210×297ミリメートル）

第一部 証券情報 第一部 証券情報

１ 社債 １ 社債

(ｲ) 銘柄 (ｲ) 銘柄

(ﾛ) 外国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ﾛ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾊ)～(ｿ) （略） (ﾊ)～(ｿ) （略）

（転換社債に関する事項） （新設）

(ﾂ) 転換の条件

(ﾈ) 転換により発行する株式の内容

(ﾅ) 転換請求期間

(ﾗ) 転換請求の受付場所及び取次場所

(ﾑ) その他

（新株引受権付社債に関する事項） （新設）

(ｳ) 新株引受権の内容

(ヰ) 新株引受権の行使請求期間

(ﾉ) 新株引受権の受付場所、取次場所及び払込取次場所

(ｵ) 新株引受権の譲渡に関する事項

(ｸ) 代用払込みに関する事項

(ﾔ) その他
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２ 株式 ２ 株式

(ｲ) 種類 (ｲ) 種類

(ﾛ) 外国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ﾛ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾊ)～(ﾀ) （略） (ﾊ)～(ﾀ) （略）

３ コマーシャル・ペーパー ３ コマーシャル・ペーパー

(ｲ) 外国資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等 (ｲ) 資産流動化証券の形態及び基本的仕組み等

(ﾛ)～(ﾇ) （略） (ﾛ)～(ﾇ) （略）

４ （略） ４ （略）

５ （略） ５ （略）

第二部 （略） 第二部 （略）

第三部 （略） 第三部 （略）

第四部 特別情報 第四部 特別情報

外国資産流動化証券の様式 資産流動化証券の様式

（記載上の注意） （記載上の注意）

（略） （略）
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改 正 案 現 行

第五号の四様式 （新設）

有 価 証 券 届 出 書

関東財務局長 殿

平成 年 月 日提出

発行者

受託者 名称

代表者の役職氏名 印

本店の所在の場所

連絡者 印

電話番号

原委託者 氏名又は名称

代表者の役職氏名 印

住所又は本店の所在の場所

連絡者 印

電話番号

届出の対象とした募集又は売出し

募集（売出）内国資産信託流動化受益証券の名称

募集（売出）内国資産信託流動化受益証券の金額

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地

（本書面の枚数 表紙共 枚）

（日本工業規格 Ａ４ 210 ×297ミリメートル）

第一部 証券情報

内国資産信託流動化受益証券の形態等

発行（売出）数

発行（売出）価額の総額

発行（売出）価格

分配金の分配時期及び場所

募集の方法

申込単位

申込期間及び申込取扱場所

申込証拠金

払込期日及び払込取扱場所

引受け等の概要

その他

第二部 特定信託財産情報
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第１ 特定信託財産の状況

１ 概況

特定信託財産に係る法制度の概要

特定信託財産の基本的性格

特定信託財産の沿革

特定信託財産の関係法人

２ 特定信託財産を構成する資産の概要

特定信託財産を構成する資産に係る法制度の概要

特定信託財産を構成する資産の内容

特定信託財産を構成する資産の回収方法

３ 特定目的信託の仕組み

特定目的信託の概要

(ｲ) 特定目的信託の基本的仕組み

(ﾛ) 特定信託財産の管理及び処分に関する事項

(ﾊ) 原委託者の義務に関する事項

(ﾆ) 信託権利等

(ﾎ) その他

受益権

受益証券の取得者の権利

４ 特定信託財産を構成する資産の状況

特定信託財産を構成する資産の管理の概況

損失及び延滞の状況

収益状況の推移

第２ 特定信託財産の経理状況(21)

財務書類

貸借対照表(22)

損益計算書(23)

附属明細表(24)

第３ 証券事務の概要(25)

第４ その他(26)

第三部 受託者、原委託者及び関係法人の情報

第１ 受託者の状況(27)

受託者の概況

事業の状況

設備の状況

経理の状況

その他(28)

第２ 原委託者の状況(29)

（会社の場合）

原委託者の概況

事業の状況

設備の状況

経理の状況
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その他(28)

（会社以外の団体の場合）

団体の沿革

団体の目的及び事業の内容

団体の出資若しくは寄附又はこれらに類するものの額

役員の役名、職名、氏名（生年月日）及び職歴

（個人の場合）

生年月日

本籍地

職歴

破産の有無

第３ その他関係法人の概況

名称、資本の額及び事業の内容(30)

関係業務の概要(31)

資本関係(32)

役員の兼職関係(33)

その他(34)

第四部 特別情報

内国資産信託流動化受益証券の様式(35)

（記載上の注意）

一般的事項

ａ 記載事項のうち図表等による表示を用いることにより投資者が容易に理解できるものに

ついては、図表等による表示を併せて記載することができる。この場合、当該表示により

、投資者に誤解を生じさせることとならないように注意しなければならない。

ｂ 当該届出に係る特定有価証券が特定預託証券である場合には、当該特定預託証券につい

て、銘柄、発行価額の総額、発行価格、利率、申込期間、申込証拠金、申込取扱場所、払

込期日、権利の内容、権利行使請求の方法・条件、決済の方法、取得格付等を「第一部

証券情報」に記載するとともに、その仕組みを分かりやすく記載すること。また、当該特

定預託証券に表示される権利に係る特定有価証券の内容について記載すること。

なお、当該特定預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社（例

えば、預託を受けている者）の情報がある場合には、本様式第二部中「第２ 特定信託財

産の経理状況」の次に「第２の２ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業内容等

の開示に関する総理府令の第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会社の情報」に準

じて記載すること。

ｃ この「記載上の注意」は、一般的基準を示したものであり、これにより難いやむを得な

い事情がある場合には、これに準じて記載すること。

代表者の役職氏名

当該届出について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。

募集（売出）内国資産信託流動化受益証券の形態及び金額

ａ 当該届出により募集又は売出しをしようとする内国資産信託流動化受益証券の形態及び

当該募集又は売出しごとの発行価額の総額又は売出価額の総額を記載すること。

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有
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価証券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨注記すること。

内国資産信託流動化受益証券の形態等

ａ 記名・無記名の別を記載すること。

ｂ 当該届出に係る内国資産信託流動化受益証券について、発行者の申込みにより格付（指

定格付機関（企業内容等の開示に関する総理府令第１条第13号の２に規定する指定格付機

関をいう。以下同じ。）から取得するものに限る。）を取得する場合には、当該格付、当

該格付を付与した指定格付機関の名称、当該格付の取得日及び当該格付の取得に際し条件

等が付されている場合においてはその内容を記載すること。なお、当該格付が複数存在す

る場合には、これらすべてについて記載し、当該格付が存在しない場合には「格付は取得

していない」旨記載すること。

発行（売出）価額の総額

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有価

証券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨注記すること。

発行（売出）価格

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、その

決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。

引受け等の概要

元引受契約、売出しの委託契約等の内容等について、その概要を記載すること。この場合

において、元引受契約、売出しの委託契約を締結する予定のものを含めて記載することとし

、これらの事項の決定予定時期を注記すること。

その他

ａ 申込みの方法、申込証拠金の利息、申込証拠金の特定信託財産の振替、その他申込み等

に関し必要な事項を記載すること。

ｂ 当該募集又は売出しと同時に、本邦以外の地域において当該内国資産信託流動化受益証

券の発行が行われる場合には、その発行数、発行価額の総額等について記載すること。

特定信託財産に係る法制度の概要

原委託者から受託者への資産移転の法的効果、発行者の義務・責任等に関し適用される法

律の名称及びその主な内容を記載すること。

特定信託財産の基本的性格

当該特定信託財産を構成する資産の種類及び構成比並びに当該特定信託財産を構成する資

産に係る債務者の特質等について記載すること。

特定信託財産の沿革

設定経緯、基本的性格の変更等主な変遷について記載すること。

特定信託財産の関係法人

原委託者、特定信託財産の管理を行う会社、特定信託財産の回収等の管理会社及び当該内

国資産信託流動化受益証券に信用補完等を行つている会社等についてその名称及び関係業務

の内容を簡潔に記載すること。

特定信託財産を構成する資産に係る法制度の概要

ａ 特定信託財産を構成する資産に適用される法律のうち、当該資産が債権の場合には債権

の発生、破産・強制執行等を規定した法律及び債務者の保護に関する法律等の名称及主な

内容を記載し、当該資産が債権及び有価証券以外の資産の場合には当該資産の利用を制限

する法律等の名称及び主な内容を記載すること。

ｂ 保有する資産を証書等に化体させること等により、実質的に当該保有資産を発行者に譲
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渡した者がいる場合には、当該保有資産についても特定信託財産を構成する資産と同様の

記載を行うこと。以下、特定信託財産を構成する資産に係る記載について同じ。

特定信託財産を構成する資産の内容

ａ 特定信託財産を構成する資産が債権である場合には、債権の種類、その発生原因、元本

の償還期限、元本返済の方法及び利子支払の方法、固定金利・変動金利の別等その集団的

な基本的性格について概略的に記載すること。また、当該債権に担保又は保証が付されて

いる場合には、その内容を記載すること。

ｂ 特定信託財産を構成する資産が不動産である場合には、当該不動産の所在地、用途地域

、建物用途、面積、価格（鑑定評価額、公示価格、路線価、販売公表価格その他これらに

準じて公正と認められる価格（併せて評価方法等について記載すること。））、担保の内

容等当該不動産の内容について記載すること。また、当該不動産に関して賃貸契約を締結

した相手方（以下「テナント」という。）がある場合には、テナントの総数、全賃料収入

、全賃貸面積、全賃貸可能面積及び最近５年の稼働率（各年同一日における稼働率。以下

同じ。）の推移並びに主要な不動産の物件（一の土地に係る建物・施設であり、その総賃

料収入が全賃料収入の１０％以上を占める物件。以下同じ。）ごとのテナントの総数、総

賃料収入、総賃貸面積、総賃貸可能面積及び最近５年の稼働率の推移並びに主要なテナン

ト（当該テナントへの賃貸面積が全賃貸面積の１０％以上を占めるもの）の概要（テナン

トの名称・業種、年間賃料、賃貸面積、契約満了日、契約更改の方法、敷金・保証金等賃

貸契約に関して特記すべき事項等）について記載すること。なお、年間賃料等につき、や

むを得ない事情により開示できない場合には、その旨を記載すること。

ｃ 特定信託財産を構成する資産がａ又はｂに掲げる資産に係る権利（ｈの信託受益権を除

く。）である場合には、当該権利の内容（種類、存続期間等）及び当該権利の目的物の内

容（ａ又はｂに掲げる事項）を記載すること。

ｄ 管理資産を構成する資産が有価証券（ｈの有価証券を除く。）である場合には、有価証

券の種類、銘柄、元本の償還期限、元本の返済方法及び利子の支払方法等その集団的な基

本的性格について概略的に記載すること。また、当該有価証券に担保が付されている場合

には、その内容を記載すること。

ｅ 特定信託財産を構成する資産が動産（有価証券を除く。）である場合には、当該動産の

種類、名称、価格、形式、製造番号、当該動産が所在する場所等当該動産の内容について

記載すること。また、当該動産に関してリース契約等を締結している場合には、当該契約

の内容（リース期間、受取リース料等）について具体的に記載すること。

ｆ 特定信託財産を構成する資産が無体財産権である場合には、当該無体財産権の種類、内

容、登録の番号及び年月日、存続期間等当該無体財産権の内容について具体的に記載する

こと。また、当該無体財産権に係る実施権を設定している場合には、実施権者の氏名又は

名称、実施権の範囲、対価の額等当該実施権の内容に関する事項を記載すること。

ｇ 特定信託財産を構成する資産がａからｆまでに掲げる資産以外の資産（ｈに掲げるもの

は除く。）である場合には、当該資産の種類及び内容に応じａからｆまでに準じて記載す

ること。

ｈ 特定信託財産を構成する資産が信託受益権又はこれを表示する有価証券である場合には

、当該信託に係る受託者、委託者及び信託管理人（特定目的信託の受益権にあっては、代

表権利者又は特定信託管理者）の氏名又は名称及び住所、当該信託の目的、当該信託に係

る財産の内容（当該財産がａからｇまでに掲げる資産である場合には、当該財産の内容に

応じａからｇまでに掲げる事項）等当該信託の内容について記載すること。
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特定信託財産を構成する資産の回収方法

特定信託財産を構成する資産に係る延滞債務及び貸倒債権の回収の方法及び手続（担保付

債権の場合には担保権の実行方法を含む。）について記載すること。

特定目的信託の基本的仕組み

当該資産信託流動化受益証券を組成する仕組みの概要（原保有者（特定信託財産を構成す

る資産を直接又は間接に受託者に譲渡した者（保有する資産を証書等に化体させること等に

より、実質的に当該保有資産を受託者に譲渡した者を含む。）をいう。以下同じ。）、当該

資産信託流動化受益証券に係る信託の原委託者及び受託者、特定信託財産の管理を行う会社

、特定信託財産の回収等の管理会社及び当該資産信託流動化受益証券に信用補完等を行って

いる会社等との関係並びにその間の資金の流れ等）及び当該資産信託流動化受益証券の償還

の仕組みの概要について、図表による表示等を用いて明瞭に記載すること。

特定信託財産の管理及び処分に関する事項

ａ 当該内国資産信託流動化受益証券の特定信託財産を構成する資産が債権である場合には

、当該債権の残高別、支払状況（延滞の有無及び延滞の期間）別及び当該債権等の発生か

らの期間別に、当該届出書提出日の直近日における債務者数及びその総債務者数に対する

割合並びに信託資産を構成する債権の残高及びその総資産残高に対する割合を記載するこ

と。

ｂ 当該内国資産信託流動化受益証券の特定信託財産を構成する資産が不動産であり、当該

不動産に関して賃貸契約が締結されている場合には、当該不動産に係る賃貸料の支払状況

（延滞の有無及び延滞の期間）を総テナント数及び総賃料収入に対する割合として記載す

ること。

ｃ 当該内国資産信託流動化受益証券の特定信託財産を構成する資産がその他の財産権であ

る場合には、上記ａ及びｂに準じて、その管理の概況が把握できる内容を具体的に記載す

ること。

受益権

資産流動化法第１６９条第４号に規定するあらかじめ定められた金額の分配を受ける種類

の受益権（以下「社債的受益権」という。）を定める場合は、一つの社債的受益権ごとの資

産の流動化に関する法律施行令（平成１２年政令第 号）第３０条第１号に規定する配

当額の積算根拠及び同条第４号の元本の償還にあてる資金の調達方法を記載すること。

損失及び延滞の状況

ａ 有価証券届出書提出日前５年以内に終了した計算期間について、各計算期間ごとに管理

資産を構成する資産に係る純損失の金額（元本及び利息等の償却額）及び延滞となつてい

る債務の金額並びにこれらの総資産金額に対する割合の推移を記載すること。

ｂ 特定信託財産を構成する資産のうち担保付債権の担保権が実行されている場合には、各

計算期間における当該担保権の実行に係る回収額の実績を注記すること。

ｃ 有価証券届出書提出日が管理資産譲受日後１計算期間が経過する日前である場合には、

信託資産を構成することとなつた原委託者の財産たる資産の損失及び延滞の状況について

、当該者の事業年度ごとに金額又は件数等参考となるべき事項を記載すること。

収益状況の推移

有価証券届出書提出日前５年以内に終了した計算期間について、各計算期間ごとに次の事

項を記載すること。

ａ 特定信託財産を構成する資産が債権である場合には、当該債権から発生する利息、手数

料等の収益の額及び当該債権に係る費用の額、当該債権に係る元本金額の当該各期間にお
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ける期末残高並びに当該期末残高に占める当該収益の額及び当該費用の額の比率。

ｂ 特定信託財産を構成する資産が不動産である場合には、全賃料収入及び費用並びに主要

な不動産の物件ごとの総賃料収入及び当該物件に係る費用並びに当該総賃料収入の全賃料

収入に占める比率。

ｃ 当該内国資産信託流動化受益証券の信託資産を構成する資産がその他の財産権である場

合には、上記ａ及びｂに準じて、その収益状況が把握できる内容を具体的に記載すること

。

(21)特定信託財産の経理状況

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（

昭和５２年大蔵省令第３８号）第１条に規定する中間財務諸表をいう。第十一号の四様式

の記載上の注意 において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受け

ている場合には、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証

明に関する総理府令（昭和３２年大蔵省令第１２号）第３条に規定する監査報告書又は中

間監査報告書をいう。）は該当する財務諸表又は中間財務諸表の直前に添付すること。

ｂ 以下の「記載上の注意」により難いやむを得ない事情がありこれらに準ずる方法により

記載する場合には、その旨、その理由及びその内容を記載すること。

ｃ 最近２計算期間において決算期及び科目等を変更している場合には、その旨、その理由

及びその内容を記載すること。

(22)貸借対照表

最近２計算期間について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする特定信託財産に

ついて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証

券届出書を提出する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から

起算して６月を経過する日現在の貸借対照表をいう。第十一号の四様式の記載上の注意 に

おいて同じ。）をも記載すること。

(23)損益計算書

ａ 最近２計算期間について記載すること。ただし、(22)ただし書に規定する中間貸借対照

表を記載した場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（当該期間

開始の日から当該計算期間に係る中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいう。

第十一号の四様式の記載上の注意 において同じ。）をも記載すること。

ｂ 記載金額中、損失金額を表示する場合は、△印を付記すること。

(24)附属明細表

最近計算期間の附属明細表を示すこと。

(25)証券事務の概要

当該内国資産信託流動化受益証券に関し、次の事項を記載すること。

ａ 名義書換えについてその手続、取扱場所、取次所、代理人（名称及び住所）及び手数料

ｂ 証券所有者に対する特典

ｃ 内国資産信託流動化受益証券に譲渡制限が付されている場合には、その内容

ｄ その他内国資産信託流動化受益証券事務に関し投資者に示すことが必要な事項

(26)その他

当該有価証券の目論見書に写真、図面その他特に記載しようとする事項がある場合には、

その旨及び目論見書への記載箇所を記載すること。

(27)受託者の状況

「 受託者の概況」から「 経理の状況」までの事項については、企業内容等の開示
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に関する総理府令第二号様式「第二部 企業情報」の「第１ 企業の概況」から「第５ 経

理の状況」までに準じて記載すること。

(28)その他

ａ 受託者、原委託者又は関係法人について、特定信託財産に影響を及ぼす定款の変更、営

業譲渡及び営業譲受その他の重要事項について記載すること。

ｂ 特定信託財産の管理業務以外の業務を兼営している場合にはその概要を記載すること。

特定信託財産の信託業務以外の業務につき、特定信託財産に影響を及ぼす契約及び取引等

がある場合には、その内容を記載すること。

ｃ 受託者又は原委託者について、特定信託財産に影響を及ぼす訴訟事件その他重要な影響

が予想される事実がある場合には、その内容を記載すること。

(29)原委託者の状況

原委託者が会社である場合、「 原委託者の概況」から「 経理の状況」までの事項

については、企業内容等の開示に関する総理府令第二号様式「第二部 企業情報」の「第１

企業の概況」から「第５ 経理の状況」までに準じて記載すること。

(30)名称、資本の額及び事業の内容

資本の額については、有価証券届出書提出日の直近日現在のもののみを記載すること。

(31)関係業務の概要

特定信託財産の運営に関する関係業務の内容及び他の業務を兼営している場合はその概要

を記載すること。

(32)資本関係

届出会社及び他の関係者との資本関係を記載すること。

(33)役員の兼職関係

当該関係法人の役員であって、届出会社の役員又は従業員を兼ねているものがある場合に

は、その氏名及び役職名を記載すること。

(34)その他

ａ 特定信託財産に影響を及ぼす定款の変更、営業譲渡及び営業譲受その他重要事項につい

て記載すること。

ｂ 特定信託財産の運営に関する関係業務以外の業務につき、特定信託財産に影響を及ぼす

契約及び取引等がある場合には、その内容を記載すること。

(35)内国資産信託流動化受益証券の様式

当該内国資産信託流動化受益証券の様式、及び券面に記載される事項の内容について記載

する。
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改 正 案 現 行

第五号の五様式

有 価 証 券 届 出 書

関東財務局長 殿

平成 年 月 日提出

受託者 名称

代表者の役職氏名

本店の所在の場所

代理人の氏名又は名称 印

署 名

代理人の住所又は所在地

事務連絡者氏名

連絡場所

電話番号

原委託者 氏名又は名称

代表者の役職氏名

本店の所在の場所

代理人の氏名又は名称 印

署 名

代理人の住所又は所在地

事務連絡者氏名

連絡場所

電話番号

届出の対象とした募集又は売出し

募集（売出）外国資産信託流動化受益証券に係るファンドの名称

募集（売出）外国資産信託流動化受益証券の形態及び金額

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地

（本書面の枚数 表紙共 枚）

（日本工業規格 Ａ４ 210 ×297ミリメートル）

第一部 証券情報

外国資産信託流動化受益証券の形態等

発行（売出）数

発行（売出）価額の総額

発行（売出）価格

分配金の分配時期及び分配場所

募集の方法

申込単位
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申込期間及び申込取扱場所

申込証拠金

払込期日及び払込取扱場所

引受け等の概要

その他

第二部 特定信託財産情報

第１ 特定信託財産の状況

１ 概況

特定信託財産に係る法制度の概要

特定信託財産の基本的性格

特定信託財産の沿革

特定信託財産の関係法人

２ 特定信託財産を構成する資産の概要

特定信託財産を構成する資産に係る法制度の概要

特定信託財産を構成する資産の内容

特定信託財産を構成する資産の回収方法

３ 特定目的信託の仕組み

特定目的信託の概要

(ｲ) 特定目的信託の基本的仕組み

(ﾛ) 特定信託財産の管理及び処分に関する事項

(ﾊ) 原委託者の義務に関する事項

(ﾆ) 信託権利等

(ﾎ) その他

受益権

受益証券の取得者の権利

情報開示の概要

４ 特定信託財産を構成する資産の状況

特定信託財産を構成する資産の管理の概況

損失及び延滞の状況

収益状況の推移

５ 財務書類

貸借対照表

損益計算書

利益処分計算書（又は損失処理計算書）

附属明細表

６ 証券所有者に関する事項

証券の上場等に関する事項

課税上の取扱い

為替管理上の取扱い

本邦における代理人(21)

裁判管轄等(22)

第２ 証券事務の概要

第３ その他
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第三部 受託者、原委託者及び関係法人の情報

第１ 受託者の状況(23)

受託者の概況

事業の状況

設備の状況

経理の状況

監督官庁の概要(25)

その他

第２ 原委託者の状況(24)

（会社の場合）

原委託者の概況

事業の状況

設備の状況

経理の状況

監督官庁の概要(25)

その他

（会社以外の団体の場合）

団体の沿革

団体の目的及び事業の内容

団体の出資若しくは寄附又はこれらに類するものの額

役員の役名、職名、氏名（生年月日）及び職歴

監督官庁の概要(25)

その他

（個人の場合）

生年月日

本籍地

職歴

破産の有無

第３ その他関係法人の概況

名称、資本の額及び事業の内容

関係業務の概要

資本関係

役員の兼職関係

監督官庁の概要(25)

その他

第四部 特別情報

外国資産信託流動化受益証券の様式(26)

（記載上の注意）

一般的事項

ａ 記載事項のうち図表等による表示を用いることにより投資者が容易に理解できるものに

ついては、図表等による表示を併せて記載することができる。この場合、当該表示により
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、投資者に誤解を生じさせることとならないように注意しなければならない。

ｂ 当該届出に係る特定有価証券が特定預託証券である場合には、当該特定預託証券につい

て、銘柄、発行価額の総額、発行価格、利率、申込期間、申込証拠金、申込取扱場所、払

込期日、権利の内容、権利行使請求の方法・条件、決済の方法、取得格付等を「第一部

証券情報」に記載するとともに、その仕組みを分かりやすく記載すること。また、当該特

定預託証券に表示される権利に係る特定有価証券の内容について記載すること。

なお、当該特定預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社（例

えば、預託を受けている者）の情報がある場合には、本様式第二部中「第２ 特定信託財

産の経理状況」の次に「第２の２ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業内容等

の開示に関する総理府令の第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会社の情報」に準

じて記載すること。

ｃ この「記載上の注意」は、一般的基準を示したものであり、これにより難いやむを得な

い事情がある場合には、これに準じて記載すること。

ｄ 記載事項のうち金額に関する事項について、本邦通貨以外の通貨建ての金額により表示

している場合には、主要な事項について本邦通貨に換算した金額を併記すること。

ｅ 本邦通貨以外の通貨建て金額を本邦通貨に換算する場合には、換算に当たつて採用した

換算の基準を注記すること。

ｆ 会社名、人名等の記載に当たつては、原語名を付記すること。

ｇ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これにより難いやむを得な

い事情がある場合には、これに準じて記載すること。

ｈ 有価証券届出書の記載に当たっては、以下に掲げるものを除き、第五号の四様式の「記

載上の注意」に準ずるものとする。

ｉ 当該届出に係る特定有価証券が特定預託証券である場合には、第五号の四様式の「記載

上の注意」 ｂに準じて記載すること。

代表者の役職氏名

ａ 当該届出について、正当な権限を有する者の役職氏名を記載すること。

ｂ 会社設立の場合にあつては、発起人全員の氏名を記載すること。

代理人の氏名又は名称

本邦内に住所を有する者であつて、当該届出に関する一切の行為につき当該発行者を代理

する権限を有するものの氏名又は名称を記載すること。

署名

代理人が法人である場合には、その代表者が署名すること。

事務連絡者氏名

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受ける者の氏名を記載

すること。

募集（売出）外国資産信託流動化受益証券の形態及び金額

ａ 当該届出により募集又は売出しをしようとする外国資産信託流動化受益証券の形態及び

当該募集又は売出しごとの発行価額の総額又は売出価額の総額を記載すること。

ｂ 「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有

価証券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨注記すること。

外国資産信託流動化受益証券の形態等

ａ 記名・無記名の別、額面・無額面の別を記載すること。

ｂ 当該届出に係る外国資産信託流動化受益証券について、届出会社の申込により格付（指
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定格付機関から取得するものに限る。）を取得する場合には、当該格付、当該格付を付与

した指定格付機関の名称、当該格付の取得日及び当該格付の取得に際し条件等が付されて

いる場合においてはその内容を記載すること。なお、当該格付が複数存在する場合には、

これらすべてについて記載し、当該格付が存在しない場合には「格付は取得していない」

旨記載すること。

発行（売出）価額の総額

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、有価

証券届出書提出日現在におけるこれらの総額の見込額を記載し、その旨注記すること。

発行（売出）価格

「発行価格」又は「売出価格」を記載しないで有価証券届出書を提出する場合には、その

決定予定時期及び具体的な決定方法を注記すること。

引受け等の概要

元引受契約、売出しの委託契約等の内容等について、その概要を記載すること。この場合

において、元引受契約、売出しの委託契約を締結する予定のものを含めて記載することとし

、これらの事項の決定予定時期を注記すること。

その他

ａ 申込みの方法、申込証拠金の利息、申込証拠金の特定信託財産への振替、その他申込み

等に関し必要な事項を記載すること。

ｂ 当該募集又は売出しと同時に、本邦以外の地域において当該外国投資信託証券の発行が

行われる場合には、その発行数、発行価額の総額等について記載すること。

信託資産の沿革

設定経緯、基本的性格の変更、当該資産信託流動化証券の証券取引所への上場等主な変遷

について記載すること。

情報開示の概要

特別目的法人の設立及び運営が行われている国における監督官庁、株主に対する開示（公

告を含む。）及び発行要項等に定められている情報開示について、その内容、方法、頻度等

について記載すること。

財務書類

ａ 財務書類について、公認会計士若しくは監査法人の監査証明を受けている場合又は公認

会計士若しくは監査法人に相当する者により監査証明に相当すると認められる証明を受け

ている場合には、その旨記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明

に関する総理府令第３条に規定する監査報告書をいう。）又は当該監査証明に相当すると

認められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）は該当する財務書類の

直前に添付すること。

ｂ 以下の「記載上の注意」により難いやむを得ない事情がありこれらに準ずる方法により

記載する場合には、その旨、その理由及びその内容を記載すること。

ｃ 最近２計算期間において決算期及び科目等を変更している場合には、その旨、その理由

及びその内容を記載すること。

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第１２７条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいず

れによるものであるかを記載すること。

貸借対照表

最近２計算期間について記載すること。

損益計算書
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ａ 最近２計算期間について記載すること。

ｂ 記載金額中、損失金額を表示する場合は、△印を付記すること。

附属明細表

最近計算期間について記載すること。

証券の上場等に関する事項

当該届出に係る外国資産信託流動化受益証券が証券取引所に上場されている場合又は特定

の金融機関若しくは証券会社等が当該有価証券の値付けを行つている場合には、当該証券取

引所又は当該金融機関若しくは証券会社等の名称、売買価額の公表の方法、公表頻度及び公

表場所を記載すること。

課税上の取扱い

利息金、売却代金等について課税上の取扱いについて記載すること。

為替管理上の取扱い

利息金、償還金、売却代金等の送金についての為替管理上の取扱いについて記載すること

。

(21)本邦における代理人

本邦内に住所を有する者であつて、裁判上及び裁判外において当該外国資産信託流動化受

益証券の発行者を代理する権限を有するものの有無並びに当該者がある場合にはその氏名又

は名称、住所、権限の内容及び届出代理人（第９条に規定する代理人をいう。）との関係に

ついて記載すること。

(22)裁判管轄等

当該届出に係る外国資産信託流動化受益証券に関する訴訟について、管轄権を有する裁判

所の名称及び所在地並びに判決の執行手続等を記載すること。

(23)受託者の状況

「 受託者の概況」から「 経理の状況」までの事項については、企業内容等の開示

に関する総理府令第七号様式「第二部 企業情報」の「第２ 企業の概況」から「第６ 経

理の状況」までに準じて記載すること。

(24)原委託者の状況

原委託者が会社の場合、「 原委託者の概況」から「 経理の状況」までの事項につ

いては、企業内容等の開示に関する総理府令第七号様式「第二部 企業情報」の「第２ 企

業の概況」から「第６ 経理の状況」までに準じて記載すること。

(25)監督官庁の概要

監督官庁の名称及び監督の主な内容を記載すること。

(26)外国資産信託流動化証券の様式

当該外国資産流動化受益証券の様式及び券面に記載される事項の内容について記載するこ

と。
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